
 
平成18年10月期 個別中間財務諸表の概要 平成18年６月８日

上場会社名 株式会社システムプロ 上場取引所 東証１部

コード番号 2317 本社所在都道府県 神奈川県

(URL　http://www.systempro.co.jp)

代　　表　　者　役職名 代表取締役社長 氏名　逸見　愛親

問合せ先責任者　役職名 取締役管理本部長 氏名　国分　靖哲 ＴＥＬ　　（045）640－1401

決算取締役会開催日 平成18年６月８日 中間配当制度の有無 有

中間配当支払開始日 　　　－ 単元株制度採用の有無 無

１．18年４月中間期の業績（平成17年11月１日～平成18年４月30日）

(1）経営成績 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

売上高 営業利益 経常利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年４月中間期 2,400 （ 30.8） 397 （ 16.1） 402 （ 21.9）

17年４月中間期 1,834 （ 39.0） 342 （  9.5） 330 （  5.5）

17年10月期 3,942 711 710

中間（当期）純利益
１株当たり中間
（当期）純利益

百万円 ％ 円 銭

18年４月中間期 212 （ 14.8） 920 80

17年４月中間期 185 （△2.2） 802 06

17年10月期 573 2,482 77

（注）①期中平均株式数 18年４月中間期 231,000株 17年４月中間期 231,000株 17年10月期 231,000株
②会計処理の方法の変更 無
③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率
④平成17年２月21日付をもって、普通株式１株を３株に分割しております。17年４月中間期及び17年10月期の期中
平均株式数は、分割が期首に行われたものとして計算しております。

(2）配当状況  

１株当たり
中間配当金

１株当たり
年間配当金

円 銭 円 銭

18年４月中間期 0 00 － －

17年４月中間期 0 00 － －

17年10月期 － － 800 00

（注）17年10月期期末配当金の内訳は、普通配当600円、記念配当200円であります。

(3）財政状態 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円 銭

18年４月中間期 5,235 4,466 85.3 19,334 91

17年４月中間期 4,391 3,886 88.5 16,822 97

17年10月期 5,518 4,537 82.2 19,642 62

（注）期末発行済株式数 18年４月中間期 231,000株 17年４月中間期 231,000株 17年10月期 231,000株
期末自己株式数 18年４月中間期 －株 17年４月中間期 －株 17年10月期 －株

２．18年10月期の業績予想（平成17年11月１日～平成18年10月31日）  

売上高 経常利益 当期純利益
１株当たり年間配当金

期末

百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭

通　期 4,977 870 481 1,000 00 1,000 00

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）　　2,082円25銭

※　上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要素を含んで

おります。実際の業績等は、業況の変化等により、上記予想数値と異なる場合があります。

なお、上記予想に関する事項は添付資料の11ページを参照して下さい。
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６．個別中間財務諸表等
(1) 中間貸借対照表

 
 

前中間会計期間末
(平成17年４月30日)

当中間会計期間末
(平成18年４月30日)

対前中間
期比

前事業年度の要約貸借対照表
(平成17年10月31日)

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
（千円）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部）            

Ⅰ　流動資産            

１．現金及び預金   2,100,023   2,234,694    2,733,210  

２．売掛金   893,581   1,312,210    1,192,923  

３．たな卸資産   31,118   37,984    53,794  

４．繰延税金資産   47,147   87,038    99,759  

５．その他   33,050   96,886    76,186  

流動資産合計   3,104,922 70.7  3,768,814 72.0 663,892  4,155,874 75.3

Ⅱ　固定資産            

１．有形固定資産 ※１  82,317   105,699  23,382  76,882  

２．無形固定資産   9,551   17,028  7,477  16,111  

３．投資その他の
資産

           

(1) 投資有価証
券

 720,380   683,356    730,000   

(2) 関係会社株
式

 193,522   372,522    268,522   

(3) 関係会社出
資金

 46,852   66,275    46,852   

(4) 敷金  149,493   173,143    173,986   

(5) 繰延税金資
産

 16,985   －    －   

(6) その他  49,140 1,176,375  40,857 1,336,154  159,779 37,570 1,256,932  

固定資産合計   1,268,243 28.9  1,458,883 27.9 190,639  1,349,925 24.5

Ⅲ　繰延資産   18,098 0.4  7,735 0.1 △10,363  12,625 0.2

資産合計   4,391,265 100.0  5,235,433 100.0 844,168  5,518,426 100.0
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前中間会計期間末
(平成17年４月30日)

当中間会計期間末
(平成18年４月30日)

対前中間
期比

前事業年度の要約貸借対照表
(平成17年10月31日)

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
（千円）

金額（千円）
構成比
（％）

（負債の部）            

Ⅰ　流動負債            

１．買掛金   55,025   112,100    104,990  

２．未払費用   176,818   215,278    163,730  

３．未払法人税等   100,206   150,799    317,143  

４．賞与引当金   90,170   135,357    165,000  

５．その他 ※２  77,117   92,877    99,142  

流動負債合計   499,337 11.4  706,414 13.5 207,076  850,006 15.4

Ⅱ　固定負債            

１．預り敷金   5,820   8,150    8,780  

２．繰延税金負債   －   54,506    122,194  

固定負債合計   5,820 0.1  62,656 1.2 56,836  130,974 2.4

負債合計   505,157 11.5  769,070 14.7 263,912  980,980 17.8

（資本の部）            

Ⅰ　資本金   1,513,750 34.5  1,513,750 28.9 －  1,513,750 27.4

Ⅱ　資本剰余金            

　　資本準備金  1,428,314   1,428,314    1,428,314   

資本剰余金合計   1,428,314 32.5  1,428,314 27.3 －  1,428,314 25.9

Ⅲ　利益剰余金            

１．任意積立金  350   350    350   

２．中間（当期）
未処分利益

 968,476   1,384,623    1,356,719   

利益剰余金合計   968,826 22.1  1,384,973 26.4 416,147  1,357,069 24.6

Ⅳ　その他有価証券
評価差額金

  △24,783 △0.6  139,326 2.7 164,109  238,312 4.3

資本合計   3,886,107 88.5  4,466,363 85.3 580,256  4,537,445 82.2

負債・資本合計   4,391,265 100.0  5,235,433 100.0 844,168  5,518,426 100.0
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(2) 中間損益計算書

  
前中間会計期間

（自　平成16年11月１日
至　平成17年４月30日）

当中間会計期間
（自　平成17年11月１日
至　平成18年４月30日）

対前中間
期比

前事業年度の要約損益計算書
（自　平成16年11月１日
至　平成17年10月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

増減
（千円）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高   1,834,452 100.0  2,400,357 100.0 565,904  3,942,058 100.0

Ⅱ　売上原価   1,224,313 66.7  1,672,963 69.7 448,650  2,703,943 68.6

売上総利益   610,139 33.3  727,393 30.3 117,254  1,238,114 31.4

Ⅲ　販売費及び一般
管理費

  267,444 14.6  329,431 13.7 61,987  527,001 13.4

営業利益   342,695 18.7  397,962 16.6 55,266  711,113 18.0

Ⅳ　営業外収益 ※１  6,336 0.3  34,282 1.4 27,946  51,821 1.3

Ⅴ　営業外費用 ※２  18,640 1.0  29,386 1.2 10,745  52,443 1.3

経常利益   330,390 18.0  402,858 16.8 72,467  710,491 18.0

Ⅵ　特別利益 ※３  － －  － － －  381,806 9.7

Ⅶ　特別損失 ※４  9,711 0.5  34,406 1.4 24,694  111,426 2.8

税引前中間(当
期)純利益

  320,679 17.5  368,452 15.4 47,772  980,872 24.9

法人税、住民
税及び事業税

 103,808   143,057    469,016   

法人税等調整
額

 31,595 135,403 7.4 12,690 155,748 6.5 20,344 △61,663 407,353 10.4

中間（当期）
純利益

  185,276 10.1  212,704 8.9 27,428  573,518 14.5

前期繰越利益   783,200   1,171,919  388,718  783,200  

中間(当期)未
処分利益

  968,476   1,384,623  416,147  1,356,719  
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前中間会計期間

（自　平成16年11月１日
至　平成17年４月30日）

当中間会計期間
（自　平成17年11月１日
至　平成18年４月30日）

前事業年度
（自　平成16年11月１日
至　平成17年10月31日）

１．資産の評価基準及び評価

方法

（1）有価証券

子会社株式及び関連会社株式

　移動平均法による原価法を採

用しております。

（1）有価証券

子会社株式及び関連会社株式

同左

（1）有価証券

子会社株式及び関連会社株式

同左

 その他有価証券

時価のあるもの

　中間決算日の市場価格等に

基づく時価法(評価差額は全部

資本直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算

定しております。)

時価のないもの

　移動平均法による原価法を

採用しております。

その他有価証券

時価のあるもの

同左

 

 

 

 

時価のないもの

同左

その他有価証券

時価のあるもの

　決算期末日の市場価格等に

基づく時価法(評価差額は全部

資本直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算

定しております。)

時価のないもの

同左

 （2）たな卸資産

仕掛品

　個別法による原価法を採用し

ております。

（2）たな卸資産

仕掛品

同左

（2）たな卸資産

仕掛品

同左

２．固定資産の減価償却の方

法

（1）有形固定資産

　定率法を採用しております。

　なお、耐用年数及び残存価額

については、法人税法の規定す

る方法と同一の基準によってお

ります。

　また、取得価額が10万円以上

20万円未満の資産については、

３年間で均等償却する方法を採

用しております。

（1）有形固定資産

同左

（1）有形固定資産

同左

 （2）無形固定資産

　定額法を採用しております。

　なお、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における利

用可能期間（５年）に基づく定

額法を採用しております。

（2）無形固定資産

同左

（2）無形固定資産

同左

 （3）長期前払費用

　均等償却を行っております。

（3）長期前払費用

同左

（3）長期前払費用

同左

３．引当金の計上基準 （1）貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可

能性を勘案し、回収不能見込額を

計上しております。

（1）貸倒引当金

同左

（1）貸倒引当金

同左

 （2）賞与引当金

　従業員の賞与支給に備えるため、

賞与支給見込額の当中間会計期間

負担額を計上しております。

（2）賞与引当金

同左

（2）賞与引当金

　従業員の賞与支給に備えるため、

賞与支給見込額の当事業年度負担

額を計上しております。

４．リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。

同左 同左

５．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項

消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理

は税抜方式によっております。

消費税等の会計処理

同左

消費税等の会計処理

同左
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会計処理方法の変更

前中間会計期間
（自　平成16年11月１日
至　平成17年４月30日）

当中間会計期間
（自　平成17年11月１日
至　平成18年４月30日）

前事業年度
（自　平成16年11月１日
至　平成17年10月31日）

――――― (固定資産の減損に係る会計基準)

当中間会計期間から「固定資産の減

損に係る会計基準」（「固定資産の減

損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会　平成14年８月

９日））及び「固定資産の減損に係る

会計基準の適用指針」（企業会計基準

委員会　平成15年10月31日　企業会計

基準適用指針第６号）を適用しており

ます。

　これによる損益に与える影響はあり

ません。

従来、営業外収益の「受取賃料」に

対応する賃貸費用は、売上原価に計上

しておりましたが、当事業年度より営

業外費用に「賃貸費用」として計上す

ることに変更いたしました。

これは、当事業年度におきまして当

社グループの営業拠点を拡大した結果、

当社グループへの賃貸取引が増加した

ことに伴い、受取賃料及び賃貸費用の

重要性が増したため、営業上の収益と

費用及び営業外の収益と費用の対応を

より明確にし、経営成績をより適正に

表示するために変更したものでありま

す。

この変更により、前事業年度と同一

の基準を採用した場合と比較して、売

上原価は23,724千円減少しており、売

上総利益及び営業利益はそれぞれ

23,724千円増加しておりますが、経常

利益及び税引前当期純利益への影響は

ありません。

なお、上記基準の変更につきまして

は、当社グループの営業拠点の拡大に

伴う賃貸取引の影響が下期以降に重要

性が増したため、中間・年度の首尾一

貫性を欠くことになりました。従って、

当中間会計期間は、従来の基準によっ

ており、当事業年度と同一の基準に

よった場合と比べ、売上原価は4,751千

円多く、売上総利益及び営業利益はそ

れぞれ4,751千円少なく表示されており

ますが、経常利益及び税引前中間純利

益には影響ありません。
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表示方法の変更

前中間会計期間
（自　平成16年11月１日
至　平成17年４月30日）

当中間会計期間
（自　平成17年11月１日
至　平成18年４月30日）

前事業年度
（自　平成16年11月１日
至　平成17年10月31日）

　関係会社出資金は、従来、投資その

他の資産の「関係会社株式」に含めて

表示しておりましたが、当中間会計期

間において重要性が増したため区分掲

示することに変更いたしました。

　なお、前中間会計期間の関係会社出

資金の金額は12,942千円であります。

――――― （損益計算書）

 １．前事業年度において販売費及び一

般管理費の「その他」に含めてい

た「租税公課」は販売費及び一般

管理費の総額の100分の５を超えた

ため、当事業年度より区分掲記し

ております。

なお、前事業年度の販売費及び一

般管理費の「その他」に含めてお

りました「租税公課」は7,112千円

であります。

２．前事業年度において営業外収益の

「その他」に含めていた「受取手

数料」は営業外収益総額の100分

の10を超えたため、当事業年度よ

り区分掲記しております。

なお、前事業年度の営業外収益の

「その他」に含めておりました

「受取手数料」は289千円でありま

す。

追加情報

前中間会計期間
（自　平成16年11月１日
至　平成17年４月30日）

当中間会計期間
（自　平成17年11月１日
至　平成18年４月30日）

前事業年度
（自　平成16年11月１日
至　平成17年10月31日）

　「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第９号）が平成15

年３月31日に公布され、平成16年４月

１日以後に開始する事業年度より外形

標準課税制度が導入されたことに伴い、

当中間会計期間から「法人事業税にお

ける外形標準課税部分の損益計算書上

の表示についての実務上の取扱い」

（平成16年２月13日企業会計基準委員

会実務対応報告第12号）に従い法人事

業税の付加価値割および資本割につい

ては、販売費及び一般管理費に計上し

ております。

　この結果、販売費及び一般管理費が

7,637千円増加し、営業利益、経常利益

および税引前中間純利益がそれぞれ同

額減少しております。

　営業外収益の「受取賃料」に対応す

る賃貸費用は、従来、売上原価に計上

しておりましたが、前事業年度の下期

より営業外費用に「賃貸費用」として

計上する方法に変更いたしました。 

　従って、前中間会計期間は、従来の

方法によっており、当中間会計期間と

同一の方法を採用した場合と比べ、前

中間会計期間の売上原価は4,751千円

多く、売上総利益及び営業利益はそれ

ぞれ4,751千円少なく表示されており

ますが、経常利益及び税金等調整前中

間純利益には影響ありません。

　「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第９号）が平成15

年３月31日に公布され、平成16年４月

１日以後に開始する事業年度より外形

標準課税制度が導入されたことに伴い、

当事業年度から「法人事業税における

外形標準課税部分の損益計算書上の表

示についての実務上の取扱い」（平

成16年２月13日企業会計基準委員会実

務対応報告第12号）に従い法人事業税

の付加価値割および資本割については、

販売費及び一般管理費に計上しており

ます。

　この結果、販売費及び一般管理費

が18,624千円増加し、営業利益、経常

利益および税引前当期純利益がそれぞ

れ同額減少しております。
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注記事項

（中間貸借対照表関係）

項目
前中間会計期間末

（平成17年４月30日）
当中間会計期間末

（平成18年４月30日）
前事業年度末

（平成17年10月31日）

※１.有形固定資産の減価償却

累計額

76,049千円       110,014千円 92,235千円

※２.消費税等の取扱い 　仮払消費税等及び仮受消費税等は、

相殺して流動負債「その他」として

表示しております。

同左 ────

　３.当中間期（当期）中の発

行済株式数の増加

発行形態 株式分割(１：３)

発行年月日 平成17年２月21日

発行株式数(株) 154,000 

発行価格(円) －　

資本組入額(円) －　

──── 発行形態 株式分割(１：３)

発行年月日 平成17年２月21日

発行株式数(株) 154,000 

発行価格(円) －　

資本組入額(円) －　

（中間損益計算書関係）

項目
前中間会計期間

（自　平成16年11月１日
至　平成17年４月30日）

当中間会計期間
（自　平成17年11月１日
至　平成18年４月30日）

前事業年度
（自　平成16年11月１日
至　平成17年10月31日）

※１.営業外収益の主要項目 受取利息 652千円

受取配当金 200千円

補助金収入 523千円

受取手数料 172千円

受取賃料 4,751千円

受取利息    752千円

補助金収入 1,405千円

受取手数料 7,513千円

受取賃料 24,411千円

受取利息 1,486千円

受取配当金 1,200千円

投資有価証券売却益 17,147千円

補助金収入 524千円

受取手数料 7,568千円

受取賃料 23,724千円

※２.営業外費用の主要項目 支払利息 7千円

新株発行費償却 5,472千円

上場費用 13,160千円

支払利息  85千円

新株発行費償却 4,890千円

賃貸費用 24,411千円

支払利息      7千円

新株発行費償却 10,946千円

賃貸費用 23,724千円

上場費用 17,499千円

※３.特別利益の主要項目 ──── ──── 投資有価証券売却益 381,806千円

※４.特別損失の主要項目 過年度源泉税 9,711千円 建物除却損 658千円

工具器具備品除却損 187千円

たな卸資産評価損 33,560千円

建物売却損 1,248千円

工具器具備品売却損 466千円

投資有価証券評価損 100,000千円

過年度源泉税 9,711千円

　５.減価償却実施額 有形固定資産 13,314千円

無形固定資産 1,004千円

有形固定資産 18,066千円

無形固定資産 1,876千円

有形固定資産 31,762千円

無形固定資産 2,141千円
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①　リース取引

前中間会計期間
（自　平成16年11月１日
至　平成17年４月30日）

当中間会計期間
（自　平成17年11月１日

至　平成18年４月30日）

前事業年度
（自　平成16年11月１日
至　平成17年10月31日）

　リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取引

１.リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額

　リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取引

１.リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額

　リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取引

１.リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額

 

取得価
額相当
額
（千円）

減価償
却累計
額相当
額
（千円）

中間期
末残高
相当額
（千円）

有形固定
資産
(工具器具
備品)

14,878 10,437 4,440

 

取得価
額相当
額
（千円）

減価償
却累計
額相当
額
（千円）

中間期
末残高
相当額
（千円）

有形固定
資産
(工具器具
備品)

6,121 3,197 2,924

 

取得価
額相当
額
（千円）

減価償
却累計
額相当
額
（千円）

期末残
高相当
額
（千円）

有形固定
資産
(工具器具
備品)

6,121 2,584 3,536

２.未経過リース料中間期末残高相当額 ２.未経過リース料中間期末残高相当額 ２.未経過リース料期末残高相当額

１年内 1,541千円

１年超 2,982千円

合計 4,523千円

１年内 1,235千円

１年超 1,747千円

合計 2,982千円

１年内 1,225千円

１年超 2,367千円

合計 3,592千円

３.支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額

３.支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額

３.支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額

支払リース料 1,617千円

減価償却費相当額 1,487千円

支払利息相当額 55千円

支払リース料 636千円

減価償却費相当額 612千円

支払利息相当額 26千円

支払リース料 2,581千円

減価償却費相当額 2,391千円

支払利息相当額 88千円

４.減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。

４.減価償却費相当額の算定方法

同左

４.減価償却費相当額の算定方法

同左

５.利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額

相当額との差額を利息相当額とし、各期

への配分方法については、利息法によっ

ております。

５.利息相当額の算定方法

同左

５.利息相当額の算定方法

同左

②　有価証券

前中間会計期間（自平成16年11月１日　至平成17年４月30日）、当中間会計期間（自平成17年11月１日　至平成

18年４月30日）及び前事業年度（自平成16年11月１日　至平成17年10月31日）のいずれにおいても子会社株式及び

関連会社株式で時価のあるものはありません。
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（１株当たり情報）

前中間会計期間
（自　平成16年11月１日
至　平成17年４月30日）

当中間会計期間
（自　平成17年11月１日
至　平成18年４月30日）

前事業年度
（自　平成16年11月１日
至　平成17年10月31日）

１株当たり純資産額 16,822円97銭

１株当たり中間純利益 802円06銭

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益は、希薄化効果を有する潜在

株式が存在しないため、記載しており

ません。

当社は、平成16年６月21日付をもっ

て、普通株式１株を４株に分割、平

成17年２月21日付をもって、普通株式

１株を３株に分割しております。

なお、当該株式分割が前期首に行わ

れたと仮定した場合の前中間会計期間

及び前事業年度における１株当たり情

報については、それぞれ以下のとおり

となります。

前中間会計期間 前事業年度

１株当たり純資産額 １株当たり純資産額

15,767円71銭 16,691円75銭

１株当たり中間純利益 １株当たり当期純利益

914円88銭 1,842円14銭

潜在株式調整後１株当

たり中間純利益

潜在株式調整後１株当

たり当期純利益

914円82銭 －円－銭

　なお、前事業年度における潜在株式

調整後１株当たり当期純利益は、希薄

化効果を有する潜在株式が存在しない

ため、記載しておりません。

１株当たり純資産額 19,334円91銭

１株当たり中間純利益 920円80銭

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益は、希薄化効果を有する潜在

株式が存在しないため、記載しており

ません。

１株当たり純資産額 19,642円62銭

１株当たり当期純利益 2,482円77銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益は、希薄化効果を有する潜在

株式が存在しないため、記載しており

ません。

　当社は、平成17年２月21日付をもっ

て、普通株式１株を３株に分割してお

ります。

　なお、当該株式分割が前期首に行わ

れたと仮定した場合の前事業年度にお

ける１株当たり情報については、以下

のとおりとなります。

（前事業年度）  

１株当たり純資産額 16,691円75銭

１株当たり当期純利益 1,842円14銭

 　なお、前事業年度における潜在株式

調整後１株当たり当期純利益は、希薄

化効果を有する潜在株式が存在しない

ため、記載しておりません。

　（注）　１株当たり中間（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、

以下のとおりであります。

 
前中間会計期間

(自　平成16年11月１日
至　平成17年４月30日)

当中間会計期間
(自　平成17年11月１日
至　平成18年４月30日)

前事業年度
(自　平成16年11月１日
至　平成17年10月31日)

１株当たり中間（当期）純利益金額    

中間（当期）純利益（千円） 185,276 212,704 573,518

普通株主に帰属しない金額（千円） － － －

普通株式に係る中間（当期）純利益

（千円）
185,276 212,704 573,518

期中平均株式数（株） 231,000 231,000 231,000

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）

純利益金額 
   

中間（当期）純利益調整額（千円） － － －

普通株式増加数（株） － － －

（うち新株予約権）  (－)  (－)  (－) 
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前中間会計期間

(自　平成16年11月１日
至　平成17年４月30日)

当中間会計期間
(自　平成17年11月１日
至　平成18年４月30日)

前事業年度
(自　平成16年11月１日
至　平成17年10月31日)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調

整後１株当たり当期純利益の算定に含め

なかった潜在株式の概要

商法第280条ノ20及び

第280条ノ21の規定に基

づく新株予約権

①発行日 平成16年４月22日

（目的となる株式数の合計）

1,692株

（行使期間）

自　平成18年１月28日 

至　平成23年１月27日 

（行使時の発行価格）

165,000円 

②発行日 平成16年７月８日

（目的となる株式数の合計）

234株

（行使期間）

自　平成18年１月28日 

至　平成23年１月27日 

（行使時の発行価格）

165,439円 

商法第280条ノ20及び

第280条ノ21の規定に基

づく新株予約権

①発行日 平成16年４月22日

（目的となる株式数の合計）

     1,536株

（行使期間）

自　平成18年１月28日 

至　平成23年１月27日 

（行使時の発行価格）

165,000円 

②発行日 平成16年７月８日

（目的となる株式数の合計）

201株

（行使期間）

自　平成18年１月28日 

至　平成23年１月27日 

（行使時の発行価格）

165,439円 

③発行日 平成18年１月26日

（目的となる株式数の合計）

5,440株

（行使期間）

自　平成20年２月１日 

至　平成25年１月31日 

（行使時の発行価格）

110,000円 

商法第280条ノ20及び

第280条ノ21の規定に基

づく新株予約権

①発行日 平成16年４月22日

（目的となる株式数の合計）

1,620株

（行使期間）

自　平成18年１月28日 

至　平成23年１月27日 

（行使時の発行価格）

165,000円 

②発行日 平成16年７月８日

（目的となる株式数の合計）

219株

（行使期間）

自　平成18年１月28日 

至　平成23年１月27日 

（行使時の発行価格）

165,439円 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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７．役員の異動
(1）代表者の異動

　該当事項はありません。

(2）その他の役員の異動

　該当事項はありません。
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